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競争力強化型機器等導入緊急対策事業業務要領 一部改正新旧対照表（案） 
変更後 変更前 

水産業競争力強化緊急事業業務要領（別添７） 
 
○ 競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

 

第１条～第３条 （略） 

 

（機器事業実施計画の承認及び交付決定） 

第４条 （略） 

（１）（略） 

（２）事業実施者から提出された機器事業実施計画が、運用通知第３の２－10の（３）のウの

（ウ）に規定する競争力強化型機器等評価委員会（以下「機器委員会」という。）が認めたも

のであること。 

（３）（略） 

 

２～４ （略） 

 

第５条～第 12条 （略） 

 

 

別記様式第８－１号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業実施計画承認申請書 

 

年 月 日 

 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構 

  理事長名 あて 

 

住    所          

事業実施者名        印 

 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業実施計画について、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成 22

年 3 月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第３の２－10 の（３）のウの（エ）のａの規定に基づき別添の

とおり提出する。 

 

 

別記様式第８－１号別添 

事業実施者の概要と実施計画 

水産業競争力強化緊急事業業務要領（別添７） 
 
○ 競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

 

第１条～第３条 （略） 

 

（機器事業実施計画の承認及び交付決定） 

第４条 （略） 

（１）（略） 

（２）事業実施者から提出された機器事業実施計画が、運用通知第３の２－９の（３）のエの

（ウ）に規定する競争力強化型機器等評価委員会（以下「機器委員会」という。）が認めたも

のであること。 

（３）（略） 

 

２～４ （略） 

 

第５条～第 12条 （略） 

 

 

別記様式第８－１号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業実施計画承認申請書 

 

年 月 日 

 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構 

  理事長名 あて 

 

住    所          

事業実施者名        印 

 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業実施計画について、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成 22

年 3 月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第３の２－９の（３）のエの（エ）のａの規定に基づき別添の

とおり提出する。 

 

 

別記様式第８－１号別添 

事業実施者の概要と実施計画 
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１．（略） 

 

２．競争力強化型機器等導入の詳細 

（１）導入機器等に係る事項 

導入予定日 導入機器等の内容 単価 

（円） 

導入予定数 導入予定金額 

（円） 種別 型式・機種等 

      

（注）１・２ （略） 

   ３ 見積りを徴する際には、下取価額及び値引価額を控除し、消費税を除くこととし、本体価格、下取価額、値引価

額、据付工事費、消費税について内訳として明記すること。 

 

（２）（略） 

 

３．～７．（略） 

 

          

別記様式第８－１号の別添１  （略） 

 

 

別記様式第８－２号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金承認通知書 

 

年 月 日 

 

事業実施者名 殿 

 

住     所             

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化 

推進機構                

   理事長名          印    

 

令和  年  月  日付け（番号）で申請のあった貴殿が行う競争力強化型機器等導入緊急対策事業実施計画に

ついて承認したため、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成 22年３月 26日付け 21水港第 2597号水

産庁長官通知）の第３の２－10の（３）のウの（エ）のｂの規定に基づき、通知する。 

 

 

別記様式第８－３号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金交付申請書 

 

 

１．（略） 

 

２．競争力強化型機器等導入の詳細 

（１）導入機器等に係る事項 

導入予定日 導入機器等の内容 単価 

（円） 

導入予定数 導入予定金額 

（円） 種別 型式・機種等 

      

（注）１・２ （略） 

   ３ 見積りを徴する際には、下取価額を控除し、消費税を除くこととし、本体価格、下取価額、据付工事費、消費税

について内訳として明記すること。 

 

（２）（略） 

 

３．～７．（略） 

 

 

別記様式第８－１号の別添１  （略） 

 

 

別記様式第８－２号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金承認通知書 

 

年 月 日 

 

事業実施者名 殿 

 

住     所             

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化 

推進機構                

   理事長名          印    

 

令和  年  月  日付け（番号）で申請のあった貴殿が行う競争力強化型機器等導入緊急対策事業実施計画に

ついて承認したため、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成 22年３月 26日付け 21水港第 2597号水

産庁長官通知）の第３の２－９の（３）のエの（エ）のｂの規定に基づき、通知する。 

 

 

別記様式第８－３号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金交付申請書 
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年 月 日 

 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構 

  理事長名 あて 

 

住    所          

事業実施者名        印 

    

競争力強化型機器等導入緊急対策事業に係る助成金の交付について、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平

成 22年 3月 26日付け 21水港第 2597 号水産庁長官通知）の第３の２－10の（３）のウの（キ）のａの規定に基づき、下

記のとおり申請する。 

記 

 

(略) 

 

 

別記様式第８－４号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金交付決定通知書 

 

番  号 

年 月 日 

  

事業実施者名 殿 

 

住   所  

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構  

理事長名               印  

 

 

貴殿から申請のあった競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金については、水産関係民間団体事業実施要領の運

用について（平成 22年３月 26 日付 21 水港第 2597号水産庁長官通知）の第３の２－10の（３）のウの（キ）のａの規定

により下記のとおり交付することに決定したので、通知する。 

 

記 

 

(略) 

 

 

別記様式第８－５号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業実績報告書 

年 月 日 

 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構 

  理事長名 あて 

 

住    所          

事業実施者名        印 

    

競争力強化型機器等導入緊急対策事業に係る助成金の交付について、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平

成 22 年 3 月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第３の２－９の（３）のエの（キ）のａの規定に基づき、下

記のとおり申請する。 

記 

 

(略) 

 

 

別記様式第８－４号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金交付決定通知書 

 

番  号 

年 月 日 

  

事業実施者名 殿 

 

住   所  

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構  

理事長名               印  

 

 

貴殿から申請のあった競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金については、水産関係民間団体事業実施要領の運

用について（平成 22 年３月 26 日付 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第３の２－９の（３）のエの（キ）のａの規定

により下記のとおり交付することに決定したので、通知する。 

 

記 

 

(略) 

 

 

別記様式第８－５号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業実績報告書 
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年 月 日 

 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構 

  理事長名 あて 

 

住    所          

  事業実施者名        印  

 

水産業民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年 3 月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第３の２

－10の（３）のウの（エ）のｄの規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

(略) 

 

 

別記様式第８－６号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金精算払請求書 

 

年 月 日 

 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構 

  理事長名  あて 

 

住    所          

事業実施者名        印 

 

令和  年  月  日付け（番号）で通知のあった交付決定通知書に基づき、下記のとおり精算払いにより支払をさ

れたく、水産業民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年 3 月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第

３の２－10の（３）のウの（キ）のｄの規定に基づき、下記のとおり請求する。 

 

記 

 

(略) 

 

 

別記様式第８－７号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金概算払請求書 

 

 

年 月 日 

 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構 

  理事長名 あて 

 

住    所          

  事業実施者名        印  

 

水産業民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年 3 月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第３の２

－９の（３）のエの（エ）のｄの規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

(略) 

 

 

別記様式第８－６号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金精算払請求書 

 

年 月 日 

 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構 

  理事長名  あて 

 

住    所          

事業実施者名        印 

 

令和  年  月  日付け（番号）で通知のあった交付決定通知書に基づき、下記のとおり精算払いにより支払をさ

れたく、水産業民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年 3 月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第

３の２－９の（３）のエの（キ）のｄの規定に基づき、下記のとおり請求する。 

 

記 

 

(略) 

 

 

別記様式第８－７号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金概算払請求書 
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年 月 日 

 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構 

  理事長名  あて 

 

住    所          

事業実施者名        印 

 

令和  年  月  日付け（番号）で通知のあった交付決定通知書に基づき、下記のとおり概算払いにより支払をさ

れたく、水産業民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年 3 月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第

３の２－10の（３）のウの（キ）のｂの規定に基づき、下記のとおり請求する。 

 

記 

 

(略) 

 

 

別記様式第８－８号 

○年度補正 競争力強化型機器等導入緊急対策事業実施状況報告書 

（○年度ＫＰＩに係る報告） 

 

 

年 月 日 

 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構 

  理事長名  あて 

                             住    所          

                             事業実施者名        印 

 

 

 水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第３

の２－10 の（３）のウの（エ）のｅの規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

（略） 

 

 

別記様式第８－９号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金の額の確定通知 

年 月 日 

 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構 

  理事長名  あて 

 

住    所          

事業実施者名        印 

 

令和  年  月  日付け（番号）で通知のあった交付決定通知書に基づき、下記のとおり概算払いにより支払をさ

れたく、水産業民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年 3 月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第

３の２－９の（３）のエの（キ）のｂの規定に基づき、下記のとおり請求する。 

 

記 

 

(略) 

 

 

別記様式第８－８号 

○年度補正 競争力強化型機器等導入緊急対策事業実施状況報告書 

（○年度ＫＰＩに係る報告） 

 

 

年 月 日 

 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構 

  理事長名  あて 

                             住    所          

                             事業実施者名        印 

 

 

 水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第３

の２－９の（３）のエの（エ）のｅの規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

（略） 

 

 

別記様式第８－９号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金の額の確定通知 
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年 月 日 

 

事業実施者名 殿 

 

住     所 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構 

理事長名           印         

 

 令和  年  月  日付けで貴殿から提出のあった令和●年度競争力強化型機器等導入緊急対策事業実績報告書

の内容路確認した結果、競争力強化型機器等導入緊急対策事業の助成額は金    円に確定したので、水産関係民

間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第３の

２－10 の（３）のウの（キ）のｅの規定に基づき、通知する。 

 なお、精算額として、金    円を別途支払うので併せて通知する。 

 

 

別記様式第８－10 号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金交付決定取消通知書 

 

番  号 

年 月 日 

 

事業実施者名 殿 

 

住    所 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性 

化推進機構              

理事長名        印 

 

令和○年○月○日付け○第○号をもって交付決定の通知を行った（又は額の確定通知を行った）競争力強化型

機器等導入緊急対策事業費助成金については、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年３月

26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第３の２－10 の（３）の○の○の規定に基づき下記の理由により

当該交付決定（又は一部金○○円）を取り消した（又は変更した）ので、通知する。 

 

記 

 

 

 

別紙 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 機器導入指針 

 

年 月 日 

 

事業実施者名 殿 

 

住     所 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構 

理事長名           印         

 

 令和  年  月  日付けで貴殿から提出のあった令和●年度競争力強化型機器等導入緊急対策事業実績報告書

の内容路確認した結果、競争力強化型機器等導入緊急対策事業の助成額は金    円に確定したので、水産関係民

間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第３の

２－９の（３）のエの（キ）のｅの規定に基づき、通知する。 

 なお、精算額として、金    円を別途支払うので併せて通知する。 

 

 

別記様式第８－10 号 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業費助成金交付決定取消通知書 

 

番  号 

年 月 日 

 

事業実施者名 殿 

 

住    所 

特定非営利活動法人 水産業・漁村活性 

化推進機構              

理事長名        印 

 

令和○年○月○日付け○第○号をもって交付決定の通知を行った（又は額の確定通知を行った）競争力強化型

機器等導入緊急対策事業費助成金については、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年３月

26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）の第３の２－９の（３）の○の○の規定に基づき下記の理由により

当該交付決定（又は一部金○○円）を取り消した（又は変更した）ので、通知する。 

 

記 

 

 

 

別紙 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 機器導入指針 
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Ａ．～Ｃ． （略） 

 

 

Ａ．～Ｃ． （略） 

 

附 則（令和２年３月 日） 

１ この改正は、令和２年３月 日から実施する。 

２ 改正前の実施要領に基づき行うこととされている助成事業については、なお従前の例による。 


